
久留米市公共施設白書 
（公共施設の現状と課題） 

～キラリ輝く未来へ良質な公共サービスを提供し続けるために～ 

平成２６年７月 久留米市





はじめに 

 わが国では、高度経済成長期に集中的に公共施設などの社会資本を整備して

おり、現在これらの老朽化が急速に進行しつつあり、今後どのように維持更新

していくのか、また、厳しい財政状況の中でどのように費用を捻出していくの

かが喫緊の課題となっています。 

 本市においても、社会的需要や市民サービスの向上を図るため、学校施設、

文化施設、福祉施設など様々な公共施設を整備してきました。これらの公共施

設の多くは、建設から３０年以上経過し老朽化の進行による機能の低下などの

課題を抱えており、近い将来、施設の改修や更新に要する費用が市の財政運営

に大きな負担となることが予想されます。 

 また、人口減少や少子高齢化の進行、さらには広域合併による環境の変化な

どに伴い、施設の利用状況やニーズも変化しており、設置当初想定していた規

模や機能などが実態に即さない状況が見込まれます。 

 こうした状況下、国は各地方公共団体に対して、長期的な視点から、地方公

共団体が所有する全施設を対象に更新・統廃合・長寿命化などを円滑に進め、

財政負担の軽減・平準化を図るための計画策定を求めています。 

 このような情勢の中で、公共施設の最適化に向けた取組みを効果的、効率的

に進めていくために、まず公共施設に関する現状把握と課題整理を行い、ここ

に『久留米市公共施設白書』として作成しました。 

 この公共施設白書により、市民の皆様と久留米市の公共施設の現状について

認識を共有する中で、総合的な視点から今後の公共施設のあり方について検討

を重ね、課題解消に向けた取組みを計画的に進めていきたいと思います。 

キラリ輝く久留米の未来に向け、時代に即した良質な公共サービスを提供し

続けられるよう、これからも皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

久留米市長  楢 原 利 則
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第１章 公共施設白書作成にあたって 

１ 公共施設白書作成の背景 
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（２）公共施設の最適化に向けた取組みの必要性 
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（１）対象とする施設の財産区分上の分類 

（２）対象施設の設置目的別分類 

（３）施設老朽化の考え方 

（４）データや出典等の整理 
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１  公共施設白書作成の背景 

（１）公共施設をめぐる全国的な動向 

 わが国では、高度経済成長期の人口増加や社会的需要に対応するため、道路や下水道な

どインフラ施設と同様に、様々な公共施設を急速に整備してきました。 

 現在、これらの公共施設は着実に老朽化が進んでおり、国・地方共に厳しい財政状況が

続く中で、今後、施設の改修や建替えに要する費用の増大が財政運営面での大きな課題と

なっています。 

 また、今日では人口減少社会に突入するとともに、少子化、そして超高齢社会の到来が

目前に控えており、人口構造も急速に変化しはじめています。 

 これら、人口減少や少子高齢化に伴う社会環境の大きな変化は、公共施設を通じたサー

ビスの提供のあり方にも多大な影響を与えると予測されます。 

 このような状況は、全国の多くの自治体が抱える課題であり、先進的な自治体では、既

にその解決に向けた取組みを本格化させています。 

 そして、国においては、財政負担の軽減や平準化を図るため、各地方公共団体に対し、

長期的な視点から地方公共団体が所有する公共施設を対象に更新、統廃合、長寿命化など

を円滑に進めるための計画策定を要請しています。※ 

過　去 現　在 将　来

？社会的需要に応じて
様々な公共施設を整備

老朽化が進行した
公共施設の増加

高度経済成長

人口増加 人口減少

厳しい財政状況

少子化･超高齢社会

続く厳しい財政

※ 「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成 26年 4月 22 日付 総財務第 74号 総務大臣通知）

   本書の６０ページに参考資料として掲載しています。
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（２）公共施設の最適化に向けた取組みの必要性 

 本市においても、基本的には全国的な動向に同じく、昭和４０年代から５０年代を中心

に、社会的需要に応じ、市民サービスの向上を図るため、学校施設、市営住宅、文化施設、

福祉施設など数多くの公共施設を整備してきました。 

 そして、公共施設の老朽化が進む中で、今後、改修や建替えに要する費用の増大は、市

の財政運営に深刻な影響を与えることが予測されます。 

 また、人口については、平成２５年度には合併後初めて増加しましたが、長期的な人口

推計では、人口減少や少子高齢化の進行は避けられない見通しで、現在の施設規模や施設

機能では、将来の市民ニーズに即さない状況が見込まれます。 

 このような状況において、市民の皆様に公共施設を通じた良質なサービスを提供し続け

るためには、将来にわたり必要な公共施設を見極めた上で保有し、そして安全で効率的に

管理、運営していくことが大切です。 

 そのため、現在の公共施設の保有状況や管理方法等について検証を行い、「適正な保有」

と「適切な管理」を両輪とする「公共施設の最適化」に向けた取組みを早急に進める必要

があります。 

現在の公共施設

将来の公共施設

適正な保有
（量の縮減）

適切な管理
（質の維持向上）

量の縮減

時代に即した
良質な公共サービス公共施設の最適化

施設の統廃合
施設の複合化

質の維持向上

計画的保全
機能の向上
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「公共施設の最適化」の取組みを効果的、効率的に進めるためには、まず、久留米市が

保有し又は管理する公共施設に関し、現状の把握と課題の整理が必要であることから、「久

留米市版の公共施設白書（以下、「施設白書」という。）」を作成するものです。 

 この施設白書は、今後、公共施設の最適化の取組みを進めるための「基本計画」策定の

重要な基礎資料となります。 

 そして、作成した施設白書を広く公表し、多くの市民や施設利用者の皆様と、公共施設

に関する現状や課題についての認識を共有します。 

 そのため、この施設白書では、久留米市の公共施設の現状と課題を３つの視点から分析

していきます。 

視点１

総量と品質 
施設の保有量と老朽化の状況などの建物品質に関する視点 

視点２

需要と供給 
施設の利用状況と将来の供給量や供給手法に関する視点 

視点３

費用と財政 
施設の改修や建替え費用の予測と財政推計に関する視点 

（３）公共施設白書を作成する目的 
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２  対象施設等の整理 

（１）対象とする施設の財産区分上の分類 

 地方自治体が所有し、又は管理する財産（借用している財産を含む）は、地方自治法に

基づき、下図のように分類されます。 

 一般に言われる「公共施設」のうち、建築物を主体とする施設を本書の対象としました。

なお、道路、橋りょう、公園、上下水道管路などは｢インフラ施設｣として整理し、本書の

対象外としました。 

本庁舎
市民センター　等

小中学校
市営住宅
図書館、体育館　等

施設白書で対象とする公共施設

公用財産

公共用財産

行政財産

建築物
（校区コミセンなど）

普通財産

土地
（未利用地など）

公共施設

久留米市の財産

公有財産 物　　品 債　　権 基　　金

道路・橋りょう
公園
上下水道管路

インフラ施設

※ 市民利用のために建物を借用している施設も対象に含めています。 

※ 校区コミュニティセンターの中には、民有施設(校区コミュニティ組織等が所有)もありますが、全て対象に含めています。 

※ 屋外体育施設など建築物が主たる目的でない施設は、対象に含めていません。 
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対象とする施設の設置目的別分類は、次のとおりです。 

対象とする
公共施設

市民文化系施設

社会教育系施設

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

産業系施設

学校教育系施設

子育て支援系施設

保健・福祉系施設

行政系施設

市営住宅

供給処理施設

その他施設

市民会館

体育館

小学校

保健センター

市営駐車場

（文化施設）

（体育施設）

（小学校）

（保健・福祉センター）

（駐車場・駐輪場）

（２）対象施設の設置目的別分類 
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主な施設例

市民ｾﾝﾀｰ多目的棟 校区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

生涯学習センター 草野歴史資料館図書館

鳥類センター

道の駅くるめ 中央卸売市場

中学校 給食センター

子育て支援ｾﾝﾀｰ保育所 学童保育所

市庁舎 文化財収蔵庫 水防備蓄倉庫

市営住宅

上津ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 下水処理場放光寺浄水場

老人いこいの家

競輪場

（生涯学習施設）

（広域集会施設） （校区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）

（展示施設）（図書施設）

（産業系施設）

（中学校・その他の学校） （教育関連施設）

（学童保育所）（保育所） （その他幼児・児童施設）

（老人いこいの家）

（その他）

（上下水道施設）（ごみ処理関連施設）

（市営住宅）

（レクリエーション
　　　　　　　　・観光施設）

（上下水道施設）

（消防・防災施設）（行政倉庫施設）（事務庁舎施設）

※ 上図の主な施設例の（ ）内については、総務省が用いている施設の用途別分類表を参考に、本市で作成した用途別分類

表の中分類を表記しています。 

（ ）下の施設名称については、設置目的が同一、または類似している施設で複数あるものは、その総称を、単一のもの

はその施設の固有名称を表記しています。 
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（３）施設老朽化の考え方 

 公共施設などの建物は、経過年数とともに老朽化が進み、性能が低下します。 

 ここでは、一般社団法人日本建築学会の「建築物の耐久計画に関する考え方」に沿って、

施設白書における公共施設の老朽化の考え方について整理します。 

建物の標準耐用年数は、鉄筋コンクリート造、鉄骨造や木造など構造毎に設定されてい

ます。 

公共施設の老朽化の考え方については、最も多く建設されている鉄筋コンクリート構造

の標準耐用年数６０年を基に整理します。 

 また、建物性能の劣化傾向は、一般的に建設当初の性能から概ね３０年で内外装及び設

備の老朽化・陳腐化等により、著しく機能が低下し、施設を維持するためには大規模な改

修等（機能回復）が必要となります。 

 その後も、年々、機能は低下し、およそ６０年目には施設維持の最低性能の限界を迎え、

施設運営に著しく支障をきたす可能性があるため、建替え等の検討が必要となります。 

築年数別の老朽化対応整理 

築年数 西暦 和暦 老朽化への対応 

築 15 年以下 1998 年度以降 平成 10 年以降 

築 15 年超 

築 30 年以下 

1983 年度～ 

1997 年度 

昭和 58 年度～ 

平成 9年度 

部分的な劣化対応 

（個別の補修・修繕） 

築 30 年超 

築 45 年以下 

1968 年度～ 

1982 年度 

昭和 43 年度～ 

昭和 57 年度 

老朽化進行に伴う 

大規模な改修等 

築 45 年超 1967 年度以前 昭和 42 年度以前 建替え等の検討 

築60年建設 築40年 築50年築10年 築20年 築30年

最低性能

性能低下

初期性能

大規模
改修

築年数

性
能

劣化

補修
劣化

劣化

補修
劣化

老
朽
化

老朽化の進行

建替え等の検討

部分的な劣化対応

性能低下により施設運営に
著しく支障をきたす状態
（利用の限界の場合あり）

高

古

低

新
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（４）データや出典等の整理 

 施設白書の作成にあたり、本市の公共施設に関するデータや、数字の端数処理などにつ

いては、以下のような整理をしています。 

① データ等の時点について 

施設白書で取り扱うデータは、基本的に平成２４年度末時点のものです。 

施設白書で対象とする施設は、平成２４年度末時点で存在している公共施設です。

そのため、平成２５年度以降に廃止や解体を行った施設も含まれています。 

また、平成２５年度以降に設置した施設については、含まれていません。 

② 端数処理について 

表や図に使用している数字は、端数処理の関係でその合計が合わない場合があり

ます。 

③ 各種計画等との整合について 

施設白書に掲載する数値は、本市の施設全体を統一した基準で整理しています。

そのため、市が公表している各種計画等の掲載数値と異なる場合があります。 

④ 情報やデータの出典について 

◆ 施設白書に用いた情報やデータの出典等は、以下とおりです。 

出典等 

人口の推移 ・総務省「国勢調査」 

人口の推計 

・国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口

（２０１３年３月推計）」 

・久留米市「住民基本台帳月報」 

財政状況 ・久留米市「平成２４年度普通会計決算」 

他都市の 

保有状況 

・東洋大学ＰＰＰ研究センター「全国自治体公共施設延床面積

データ分析結果報告」 

改修・建替え 

事業費の試算 

・自治総合センター「地方公共団体の財政分析等に関する調査

研修報告書（平成２３年３月）」（公共施設及びインフラ資産

の更新にかかる費用を簡便に推計する方法に関する研究） 

※ ここで整理している条件以外で、データ等に関する補足事項は、それぞれの掲載ページに注釈を入れて解説しています。
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第２章 久留米市を取り巻く環境 

１ 広域合併と公共施設

（１）広域合併の概況 

（２）広域合併による公共施設 

２ 人口動向 

（１）総人口と人口構造の推移 

（２）総人口と人口構造の推計 

３ 財政状況 

（１）財政状況の推移 

（２）財政の現状と推計 
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１ 広域合併と公共施設 

（１）広域合併の概況 

 久留米市は福岡県南部の筑後地域に位置し、明治２２年の市制施行以来、数次にわたる

合併を繰り返し、ゴム産業をはじめとする商工業と農業のバランスのとれたまちとして発

展を遂げ、今日まで筑後地域の中核都市としての役割を担ってきました。 

 また、本市は、九州縦貫自動車道や国道３号をはじめとする広域幹線道路網、九州新幹

線、ＪＲ鹿児島本線・久大本線、西鉄天神大牟田線・甘木線などの鉄道網に恵まれた北部

九州の交通の要衝に位置しています。 

 近年では、平成１７年２月の田主丸町、北野町、城島町、三潴町との広域合併で、面積

は２２９．８４ｋ㎡、人口は３０万人を超える新・久留米市が誕生しました。 

 そして、人口規模が３０万人を超えたことにより、平成２０年４月には中核市に移行し、

保健所設置による一貫した保健サービスの提供など、国や県から委譲された約２，０００

項目の事務権限を最大限に活用し、行政サービスの充実・向上を図っています。 

《 広域合併の概況 》 

東西方向
32.27km

南北方向
15.99km

旧久留米市

旧北野町
旧田主丸町

旧三潴町

旧城島町

南北方向の約２倍の長さ

旧久留米市 旧田主丸町 旧北野町 旧城島町 旧三潴町 合　計

124.68 50.99 20.49 17.58 16.10 229.84

H17.2.5 237,015 21,082 17,789 14,020 16,042 305,948

H25.4.1 237,102 20,167 17,910 12,971 16,681 304,831
 人口（人）

 面積（k㎡）
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（２）広域合併による公共施設 

 平成１７年２月の合併前に旧久留米市が保有していた公共施設の床面積は、約８０万㎡

でしたが、合併により約１０５万㎡になりました。 

 合併前は、各々の市町がそれぞれに行政サービスを提供するための公共施設を保有して

いましたが、合併後、これらの公共施設は、新･久留米市に引き継がれ、設置目的や用途が

同じ施設を各地域ごとに保有している状況です。 

 現在の公共施設が、新･久留米市の人口や面積規模にふさわしい適正な保有状況にあるの

か検証が必要です。 

《 各地域の施設例 》 

施設
面積

795,058㎡

1,047,261㎡

50,943㎡ 63,111㎡ 50,631㎡87,518㎡

体
育
館

生
涯
学
習
施
設

旧城島町 旧三潴町

事
務
庁
舎

文
化
ホ
ー
ル

旧久留米市 旧田主丸町 旧北野町

市役所庁舎

市民センター

田主丸総合支所 北野総合支所 城島総合支所 三潴総合支所

市民会館

石橋文化ホール

共同ホール

田主丸複合
文化施設

城島総合
文化センター

荘島体育館

西田体育館

東部地区体育館

西部地区体育館

田主丸体育館 北野体育館 城島体育館 みづま総合
体育館

三潴農業者
トレーニング

センター

生涯学習
センター

勤労青少年
ホーム

田主丸勤労
青少年ホーム

田主丸公民館 北野公民館 城島公民館 三潴公民館

青少年ふれあい
センター

城島働く
女性の家

北野働く
女性の家

石橋文化会館

※ 城島公民館は、平成２５年度中に施設を廃止・解体していますが、その機能は、他の既存施設に移転し、施設の有効活用

を図っています。 
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２ 人口動向 

（１）総人口と人口構造の推移 

 国勢調査の結果による本市の総人口及び人口構造の平成２２年までの推移は、下図のと

おりです。 

 総人口は、市制施行以来、戦時期を除き、平成１７年まで増加してきましたが、３０万

６千人をピークに減少し始めています。 

 人口構造では、少子高齢化が着実に進行してきました。昭和６０年から平成２２年まで

の間に、年少人口は３５％減少し、高齢者人口は１０６％増加しました。特に高齢化の進

行は早さを増し、平成２２年の高齢化率は２１．８％となり、超高齢社会の基準とされて

いる２１％を超えました。 

《 これまでの人口推移 》 

6.5 5.8 5.3 4.8 4.5 4.2

19.2 19.9 20.6 20.5 20.0 19.0

3.2 3.7 4.4 5.2 5.9 6.6

28.9万人 29.5万人 30.3万人 30.5万人 30.6万人 30.2万人

0

5

10

15

20

25

30

35

S60 H2 H7 H12 H17 H22

（万人）

少子化：年少人口2.3万人減少（35％減少）
（Ｓ60　6.5万人　⇒　Ｈ22　4.2万人）

高齢化：高齢者人口3.4万人増加（106％増加）
（Ｓ60　3.2万人　⇒　Ｈ22　6.6万人）

人口増加　1.7万人増加（6％増加）
（Ｓ60　28.9万人　⇒　Ｈ17　30.6万人）

Ｈ22
高齢化率
21.8％

人口減少
へ突入

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

※ 人口の推移は、総務省「国勢調査」の結果を基にしています。 

  なお、総人口には、年齢不詳人口を含んでいます。 

※ 高齢化の定義（ＷＨＯ世界保健機関・国際連合の基準） ・65歳以上の人口割合  7％超  → 高齢化社会 

                            ・65歳以上の人口割合 14％超  → 高齢社会 

                            ・65歳以上の人口割合 21％超  → 超高齢社会 
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 平成２４年度末時点での推計では、今後の本市の総人口及び人口構造は、下図のとおり

となり、平成４７年には、本市の総人口は２６万８千人となると推計されています。 

 人口構造を見ると、少子高齢化は、今後も更に進行することが推測されます。平成２２

年から平成４７年までの２５年間の間に、年少人口は３１％減少する一方で、高齢者人口

は３２％増加し、高齢化率が３２．５％になると推計されています。 

 今後の人口減少、少子化・高齢化の更なる進行により、公共施設に求められる将来の需

要が大きく変化していくことが想定され、公共施設を通じて提供している行政サービスの

検証が必要です。 

《 今後の人口推計 》

4.2 4.2 3.9 3.4 3.1 2.9

19.0 18.6 17.7 17.0 16.2 15.2

6.6 7.5 8.2 8.4 8.5
8.7

30.2万人 30.3万人 29.7万人 28.9万人 27.9万人
26.8万人

0

5

10

15

20

25

30

35

H22 H27 H32 H37 H42 H47

（万人）

少子化：年少人口1.3万人減少（31％減少）
（H22　4.2万人　⇒　Ｈ47　2.9万人）

高齢化：高齢者人口2.1万人増加（32％増加）
（H22　6.6万人　⇒　Ｈ47　8.7万人）

人口減少　3.4万人減少（11％減少）
（H22　30.2万人　⇒　Ｈ47　26.8万人）

Ｈ47
高齢化率
32.5％

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

※ 平成２７年度以降の人口の推計は、国勢調査人口による推計値を平成22年の国勢調査人口と住民基本台帳人口の比率を用

いて住民基本台帳人口ベースに換算したものです。（推計の基礎データ：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題

研究所「日本の地域別将来推計人口（2013 年 3月推計）」、久留米市「住民基本台帳月報」） 

※ 平成２５年度末の人口は、３０５，２１４人と、合併後初めて増加しました。 

平成２７年度から始まる久留米市新総合計画第３次基本計画（案）では、平成３１年度末の目標人口を３０万５千人と設

定し、その達成に向けた取組みを進めていく予定としています。 

（２）総人口と人口構造の推計 
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３ 財政状況 

（１）財政状況の推移 

 広域合併以降の財政状況の推移と、今後の推計は、下図のとおりです。 

 普通会計※１の歳出規模は、平成２０年度の中核市移行による事務権限の増加や生活保護

費をはじめとする扶助費※２の増加、及び国の施策に呼応した経済対策事業の実施などの影

響により年々増加してきました。 

《 財政状況の推移と推計 》 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

人件費 扶助費 公債費 その他 補助費等 繰出金 物件費 普通建設事業費

義務的経費

その他経費

扶助費の増加により

義務的経費の規模

が増加します。

普通建設事業の規

模により大きく変化

しています。

（億円）
推移 推計

※１ 公共料金や利用料など独自の収入がある特別会計（下水道、国民健康保険など）を除く市の基本的な施策を行う会計で  

あり、その主な収入には、市町村税・地方交付税などがあります。 

※２ 児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して地方公共団体が行う支援に要する経費（生活保護費・児童手当など） 
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 財政状況については、平成２４年度実績をベースに７年後の平成３１年度までを推計し

ています。 

 普通会計の歳出規模は、平成２４年度決算で１，２３２億円となっており、平成３１年

度も同程度の規模となる見込みです。 

 義務的経費※１のうち扶助費は、高齢化の更なる進行に伴い、平成２４年度の３１９億円

から平成３１年度には３７３億円と、大幅に増加していく見込みです。

 また、合併後これまで、国の合併支援措置として地方交付税の合併算定替え※２や合併特

例債※３を有効に活用して様々な公共施設の建設等を進めてきましたが、合併特例期間終了

後、普通建設事業※４の規模は平成２４年度の１８１億円から平成３１年度には１４０億円

へと、縮小する見込みです。 

 歳入の増加が見込めない中、義務的経費は増加していくため、全ての施設の改修・建替

えに必要な費用を確保していくことは非常に困難であり、施設に関するコストの検証が必

要です。 

《 平成２４年度と平成３１年度の財政状況比較 》 

補助費等
97億円

8%

繰出金
114億円

9%

物件費
140億円
11%

人件費
164億円

13%

公債費
125億円

10%

その他
93億円
8%

普通建設事業費
181億円

(歳出の15%)

Ｈ24年度
1,232億円

その他経費
624億円

義務的経費
608億円

扶助費
319億円

(歳出の26%)

人件費
149億円

12%

物件費
142億円
12%

繰出金
138億円

11%

補助費等
91億円
7%

その他
58億円
5%

公債費
145億円
12%

普通建設事業費
140億円

(歳出の11%)

Ｈ31年度
1,236億円

その他経費
569億円

義務的経費
667億円

扶助費
373億円

(歳出の30%)

平成２４年度歳出
（実績）

平成３１年度歳出
（推計）

大幅減

大幅増

※１ 人件費、扶助費および公債費の３つからなる支出することが制度的に義務付けられている経費です。 

※２ 合併後でも、合併がなかったものと仮定し、合併前の旧市町村ごとに算定した普通交付税の合算額を保障し、合併による

普通交付税の不利益を被ることがないように配慮されたものです。 

※３ 合併した市町村が合併後 10 年間に限り使える特別に措置された地方債のことです。実施した普通建設事業費の９５％ま

でを市債として借り入れることができ、またその元利償還金（元金と利子を合せて返すお金）の７０％が普通交付税とし

て国から措置される有利な財源です。 

※４ 道路、学校、保育所、庁舎などの公共施設建設の経費です。

（２）財政の現状と推計 

17



18



第３章 公共施設の現状分析 

１ 保有の状況

（１）設置経過 

（２）設置目的別の施設保有状況 

（３）他都市との比較 

（４）建設年代と老朽化 

（５）建物品質の状況 

２ 利用の状況 

（１）用途で見る利用状況 

（２）主な用途の利用状況 

３ 費用の状況 

（１）維持管理費の状況 

（２）改修及び建替え・新設事業費の状況 

（３）改修及び建替え事業費の試算 

４ 設置目的別施設の状況 
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１ 保有の状況 

（１）設置経過 

 本市では、これまでに社会的需要に対応し、市民サービスの向上を図るため、総合計画

や各行政分野における個別計画等に基づきながら、様々な公共施設を整備してきました。 

 現在保有している公共施設を、設置された年代毎に分類すると、下図のようになります。 

 まず学校教育系施設が整備された後、高度経済成長期（昭和２９年～４８年）を中心と

して、人口の増加に対応するために多くの市営住宅が整備されています。 

 その後、時代の要請等により、市民文化系施設やスポーツ・レクリエーション系施設、

子育て支援系施設など様々な施設の整備を進めてきたことがわかります。 

 そして、平成１７年の広域合併後は、新市建設計画等を踏まえた第２次基本計画に基づ

き、全市的な視点から施設の整備を行っています。 

《 公共施設の設置年（設置目的分類別） 》 

0

20

40

60

80

100

120

140

不明 Ｓ19以前 S20～S29 S30～S39 S40～S49 S50～S59 S60～H6 H7～H16 H17～H25

学校教育系施設 市営住宅 市民文化系施設

社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 産業系施設

子育て支援系施設 保健・福祉系施設 行政系施設

供給処理施設 その他施設

（施設数）

学校教育系施設
整備

市営住宅
整備

市民文化系施設
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
子育て支援系施設　　等
整備充実

※ 上記の図は、施設の「設置年度」を対象として集計しており、現有建物の建設年度ではありません。
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市民文化系施設

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

学校教育系施設

子育て支援系施設

市営住宅

市民会館 校区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

野球場体育館

小学校 中学校

保育所 学童保育所

JR久留米東西
自由通路

市営住宅

田主丸総合支所等
複合施設

昭和１９年以前

昭和２０～４０年代

昭和５０年～平成の大合併

平成の大合併以降
（平成１７年以降）

北野複合施設
（コスモすまいる北野）

城島保健福祉センター
（城島げんきかん）

みづま総合
体育館
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 平成２５年３月３１日現在、本市が保有する公共施設の数は６０６施設、床面積の

合計は約１０５万㎡です。また、設置目的別の保有の状況は、下表のとおりです。 

 （施設数） 

◆ 施設数でみると、最も多いのが行政系施設の１２１施設、次に市営住宅９１施設、

市民文化系施設７５施設の順となっています。 

 （施設規模） 

◆ 施設規模でみると、最も大きいのが学校教育系施設で約４１万㎡（全体の３９．

２％）、次に市営住宅の約２６万㎡（全体の２４．９％）となり、学校教育系施

設と市営住宅を合わせると、全体の６割以上を占めています。 

◆ その他の分類は、それぞれ２～６％程度の施設規模を保有しています。 

《 本市の公共施設の保有状況 》 

構成
割合

順位
構成
割合

順位

市民文化系施設 75 12.4% 3 53,964 5.2% 4

社会教育系施設 40 6.6% 6 46,990 4.5% 5

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 29 4.8% 9 39,481 3.8% 8

産業系施設 6 1.0% 11 36,998 3.5% 9

学校教育系施設 72 11.9% 4 410,802 39.2% 1

子育て支援系施設 71 11.7% 5 23,721 2.3% 10

保健・福祉系施設 39 6.4% 7 18,932 1.8% 11

行政系施設 121 20.0% 1 65,348 6.2% 3

市営住宅 91 15.0% 2 260,573 24.9% 2

供給処理施設 28 4.6% 10 46,149 4.4% 6

その他施設 34 5.6% 8 44,303 4.2% 7

総計 606 100% 1,047,261 100%

大分類 施設数
施設規模
（建物床面積）

㎡

（２）設置目的別の施設保有状況 
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《 施設数の構成割合 》 

行政系施設
20.0%

市営住宅
15.0%

市民文化系施設
12.4%学校教育系施設

11.9%

子育て支援系施設
11.7%

社会教育系施設
6.6%

保健・福祉系施設
6.4%

その他施設
5.6%

ｽﾎﾟー ﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
系施設
4.8%

供給処理施設
4.6%

産業系施設
1.0%

《 施設規模の構成割合 》 

学校教育系施設
39.2%

市営住宅
24.9%

行政系施設
6.2%

市民文化系施設
5.2%

社会教育系施設
4.5%

供給処理施設
4.4%

その他施設
4.2%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
系施設
3.8%

産業系施設
3.5%

子育て支援系施設
2.3%

保健・福祉系施設
1.8%
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 本市の公共施設の保有状況を全国の自治体と比較すると、以下のような特徴があります。 

（１人当り床面積の比較） 

◆ 久留米市の市民１人当りの公共施設面積（３．３８㎡/人）は、全国平均（３．４２

㎡/人）とほぼ同程度です。 

◆ 中核市平均（３．２６㎡/人）と比べ、４％多く保有しています。 

◆ 平成の大合併を行った中核市の平均（３．３５㎡/人）とほぼ同程度です。 

◆ 平成の大合併を行っていない中核市の平均（３．０４㎡/人）と比べ、１０％多く保

有しています。 

《 他自治体との比較表 》 

112,808 385,532 3.42
久留米市が 0.04㎡/人（  １％）

少ない

16,819 54,752 3.26
久留米市が 0.12㎡/人（ 4％）

多い

平成の大合併　有 11,666 39,076 3.35
久留米市が 0.03㎡/人（ 1％）

多い

平成の大合併　無 5,152 15,676 3.04
久留米市が 0.34㎡/人（10％）

多い

303 1,024 3.38 ー

公共施設
床面積
（千㎡）

１人当り
床面積
（㎡/人）

久留米市

久留米市との比較

中核市

市区町村全体（全国）

人口
（千人）

※データは、平成２１年度末時点  

※ 他都市との保有状況の比較は、東洋大学 PPP 研究センター「全国自治体公共施設延床面積データ分析結果報告」を基にし

ています。 

（３）他都市との比較 
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《 中核市の公共施設保有状況一覧 》 

※１人当り床面積順      

山口県 下関市 282 1,553 5.50 合併あり 716.17

長崎県 長崎市 445 1,854 4.17 合併あり 406.46

長野県 長野市 385 1,583 4.11 合併あり 834.85

兵庫県 尼崎市 460 1,857 4.04 49.97

群馬県 前橋市 340 1,344 3.95 合併あり 311.64

高知県 高知市 340 1,329 3.91 合併あり 309.22

北海道 函館市 282 1,105 3.91 合併あり 677.95

福島県 いわき市 349 1,365 3.91 1,231.35

富山県 富山市 417 1,619 3.88 合併あり 1,241.85

兵庫県 姫路市 534 2,028 3.80 合併あり 534.43

青森県 青森市 304 1,153 3.79 合併あり 824.54

愛知県 豊田市 408 1,500 3.67 合併あり 918.47

鹿児島県 鹿児島市 603 2,150 3.56 合併あり 547.06

福島県 郡山市 334 1,172 3.51 757.06

岩手県 盛岡市 292 1,017 3.49 合併あり 886.47

群馬県 高崎市 370 1,276 3.44 合併あり 459.41

和歌山県 和歌山市 380 1,305 3.43 210.25

香川県 高松市 424 1,452 3.43 合併あり 375.14

福岡県 久留米市 303 1,024 3.38 合併あり 229.84

秋田県 秋田市 323 1,081 3.34 合併あり 905.67

兵庫県 西宮市 471 1,559 3.31 100.18

石川県 金沢市 444 1,453 3.27 467.77

愛媛県 松山市 515 1,677 3.26 合併あり 429.05

北海道 旭川市 353 1,144 3.24 747.60

岡山県 倉敷市 474 1,514 3.19 合併あり 354.72

愛知県 豊橋市 366 1,167 3.19 261.35

岐阜県 岐阜市 411 1,294 3.15 合併あり 202.89

滋賀県 大津市 333 1,048 3.15 合併あり 464.10

宮崎県 宮崎市 401 1,243 3.10 合併あり 644.60

愛知県 岡崎市 365 1,101 3.01 合併あり 387.24

広島県 福山市 465 1,393 3.00 合併あり 518.14

沖縄県 那覇市 315 944 2.99 合併あり 39.24

大分県 大分市 470 1,404 2.99 合併あり 501.28

神奈川県 横須賀市 425 1,242 2.92 100.71

奈良県 奈良市 365 1,058 2.90 合併あり 276.84

栃木県 宇都宮市 506 1,441 2.85 合併あり 416.84

大阪府 豊中市 390 884 2.27 36.60

大阪府 高槻市 356 770 2.16 105.31

埼玉県 川越市 336 720 2.14 109.16

大阪府 東大阪市 488 1,038 2.13 61.81

千葉県 船橋市 598 1,151 1.92 合併あり 85.64

千葉県 柏市 394 742 1.88 合併あり 114.90

行政区域
面積
（k㎡）

自治体名
平成の大合併
の有無

人口
（千人）

公共施設
床面積
（千㎡）

１人当り
床面積
（㎡/人）
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（４）建設年代と老朽化 

① 建設年代や建築年数毎の特徴 

 ６０６施設の、建設年代や建築年数の状況は、以下のとおりです。 

◆ 大規模改修期の「築３０年超･４５年以下」が、全体の４２％、今後、大規模改修

の時期を迎える「築１５年超･３０年以下」が、全体の３０％となっています。 

これらを合わせると、全体の７２％を占め、今後、老朽化が進むことで、施設の建

替えや大規模改修のピークを迎えます。 

◆ 築３０年を超える区分の約半数を、学校教育系施設が占めています。 

◆ 「築１５年超･３０年以下」の区分には、学校教育系施設や市営住宅のほか、市庁

舎のような大規模な施設も含まれ、今後、様々な公共施設が大規模改修の時期を迎

えようとしています。 

《 公共施設の築年数の状況 》 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

不明 S23 S28 S33 S38 S43 S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20

市民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 産業系施設

学校教育系施設 子育て支援系施設 保健・福祉系施設 行政系施設

市営住宅 供給処理施設 その他施設

床面積
（万㎡）

築30年超･45年以下

44万㎡
（42%）

築15年超･30年以下

32万㎡
（30%）

築15年以下

20万㎡
（19%）

築45年超

9万㎡
（9%）

旧耐震基準建物（昭和56年度以前）
52万㎡（49%）

（築年不明含む）

28%

52%

築45年超

学校教育系
施設

市営住宅

46%

30%

築30年超･45年以下

学校教育系
施設

市営住宅

30%
21%

築15年超･30年以下

学校教育系
施設

市営住宅

40%

25%

築15年以下

学校教育系
施設

市営住
宅

老朽化が進み、建替えの検
討が必要な施設

性能低下のため、大規模改
修が必要な施設

部分的な補修等により性能
を維持する施設

補修等の必要性が低い新し
い施設

※ ここでの施設老朽化についての分析は、施設老朽化の考え方（８ページ）を基にしています。 

（建物の耐用年数：６０年） 
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② 今後の老朽化の見通し 

 現在保有している公共施設の全てを、今後も保有・維持し、築６０年で建替えを行う

と仮定した場合、以下のように施設の老朽化が進行していきます。 

◆ １５年後の平成３９年度には、築３０年を超える施設が７６万㎡（全体の７２％）

になります。これらの施設は、経年劣化により著しく機能が低下し、施設運営に支

障をきたす可能性があるため、施設を維持するためには大規模改修等の検討が必要

となります。 

◆ 平成４０年度からの１５年間で、４４万㎡（全体の４２％）の施設の建替え等が必

要となります。 

《 公共施設の老朽化のイメージ 》 

0

5

10

15

20

築60年
超

(～S27)

築60年
以下
(S28～)

築55年
以下
(S33～)

築50年
以下
(S38～)

築45年
以下
(S43～)

築40年
以下
(S48～)

築35年
以下
(S53～)

築30年
以下
(S58～)

築25年
以下
(S63～)

築20年
以下
(H5～)

築15年
以下
(H10～)

築10年
以下
(H15～)

築5年
以下
(H20～)

合
計
床
面
積
（
万
㎡
）

築15年以下

20万㎡（19%）
築15年超･30年以下

32万㎡（30%）
築30年超･45年以下

44万㎡（42%）
築45年超
9万㎡（9%）

築30年超
53万㎡（51%）

築30年以下
52万㎡（49%）築30年築60年

0

5

10

15

20

築60年
超

(～S42)

築60年
以下
(S43～)

築55年
以下
(S48～)

築50年
以下
(S53～)

築45年
以下
(S58～)

築40年
以下
(S63～)

築35年
以下
(H5～)

築30年
以下
(H10～)

築25年
以下
(H15～)

築20年
以下
(H20～)

築15年
以下
(H25～)

築10年
以下
(H30～)

築5年
以下
(H35～)合

計
床
面
積
（
万
㎡
）

築15年以下

9万㎡（9%）
築15年超･30年以下

20万㎡（19%）
築30年超･45年以下

32万㎡（30%）
築45年超
44万㎡（42%）

築30年超
76万㎡（72%）

築30年以下
29万㎡（28%）築30年築60年

平成２４年度末

平成３９年度末
（１５年後）

H25～H39（１５年間）の建替え
９万㎡（全体の９％）

H40～H54（１５年間）の建替え
４４万㎡（全体の４２％）
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（５）建物品質の状況 

① 耐震化の状況 

 設置目的別の建物構造体の耐震化の状況は、以下のとおりです。 

◆ 本市の公共施設の耐震化率は、８４．６％です。また、今後耐震化を予定している

建物と建替え等予定の建物を合わせると、耐震化率は９４．８％となります。 

◆ 一方で、耐震化が不要な建物や耐震診断が完了していない建物が５．２％あります。 

これらの建物の中で、耐震化が必要な建物については、今後、耐震化を進めていく

ことを予定しています。 

《 耐震性能の状況 》 

耐震改修予定有 建替え等予定有

市民文化系施設 32,419 4,131 6,064 11,350 53,964

社会教育系施設 39,297 3,128 1,058 3,508 46,990

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 32,963 725 2,874 2,918 39,481

産業系施設 21,072 14,982 306 638 36,998

学校教育系施設 397,718 5,854 245 6,985 410,802

子育て支援系施設 18,665 873 4,184 23,721

保健・福祉系施設 15,679 3,252 18,932

行政系施設 54,549 3,036 2,291 5,473 65,348

市営住宅 219,786 40,707 80 260,573

供給処理施設 32,708 10,636 2,805 46,149

その他施設 21,055 9,574 13,674 44,303

合計 885,911 52,065 54,417 54,867 1,047,261

割合 84.6% 5.0% 5.2% 5.2% －

耐震性能別床面積（㎡）
設置目的別分類 合計

耐震化済
耐震化予定有 耐震化不要

建物等
※

※耐震化不要建物等には、小規模な倉庫等で耐震化が不要な建物や耐震診断が完了していない建物が含まれています。 

耐震化済
885,911㎡
84.6%

耐震改修予定有
52,065㎡
5.0%

建替え等予定有
54,417㎡
5.2%

耐震化不要建物等
54,867㎡
5.2%
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② バリアフリー化の状況 

 設置目的別のバリアフリー化の対応状況は、以下のとおりです。 

◆ 出入口までの段差（スロープ設置等）や出入口の配慮（有効幅員等）など、建物の

出入りに関係する部分のバリアフリー化は比較的進んでおり、全体の約６割の施設

が対応しています。 

◆ 利用者が限定されている産業系や供給処理等の施設では、全体的なバリアフリー化

率は低い状況にあります。 

◆ 全体として、築年数が新しい施設ほど、バリアフリー化への対応が進んでいます。 

《 バリアフリー化対応状況 》 

①
障害者等
駐車場

②
出入口まで

の段差

③
出入口の

配慮

④
多機能
トイレ

⑤
赤ちゃん

の駅

市民文化系施設 65.7% 74.8% 56.6% 56.7% 43.9%

社会教育系施設 75.6% 79.5% 67.2% 61.0% 51.2%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 51.2% 59.4% 46.3% 43.8% 45.4%

産業系施設 9.0% 9.0% 9.0% 2.7% 0.2%

学校教育系施設 4.2% 86.7% 94.3% 1.1% 0.0%

子育て支援系施設 17.1% 58.9% 53.6% 52.2% 30.7%

保健・福祉系施設 72.0% 89.0% 87.0% 78.2% 49.0%

行政系施設 77.7% 70.3% 71.5% 68.6% 60.5%

市営住宅 3.6% 18.8% 18.2% 0.0% 0.0%

供給処理施設 32.6% 31.4% 31.4% 26.6% 0.0%

その他施設 12.9% 26.6% 32.6% 22.9% 13.6%

合計 20.1% 58.5% 59.5% 16.8% 12.2%

：50%超 ：50%以下

設置目的別分類

バリアフリー適合項目数別　適合率

※ 施設によっては、バリアフリー化に対応する必要性が低い項目もありますが、全体的な傾向を把握する

ため、全ての施設を同じ基準で整理しています。 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

築15年以下築15年超
30年以下

築30年超
45年以下

築45年超
築年不明

①障害者等駐車場 ②出入口までの段差

③出入口の配慮 ④多機能トイレ

⑤赤ちゃんの駅

《バリアフリー化適合５項目について》 

 バリアフリー化の状況を判定する基準は様々ありますが、本書

では、評価しやすいように、以下の適合項目を設定しています。

① 障害者等用駐車場の設置（幅 3.5m 以上、障害者用等と明示）

② 障害者等用駐車場から建物出入口までの段差なし 

③ 建物出入口の配慮（出入口幅 80cm 以上、自動ドア等） 

④ 多機能トイレ設置 

   出入口幅 80cm 以上、トイレ内スペース 2m×2m 以上 

   洋式便器、手すり有、ベビーベッド等設置 

⑤ 赤ちゃんの駅対応 

   無料利用可、プライバシーに配慮された授乳スペース 

   おむつ替えスペース 
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２ 利用の状況 

（１）用途で見る利用状況 

 本市の公共施設は、様々な目的により設置されていますが、同じ設置目的の施設であっ

ても施設に備わる機能により、利用の用途が決まります。 

 したがって、公共施設の利用状況を把握するためには、施設の利用の用途別に整理する

必要があります。 

《 利用用途の区分 》 

用途区分 用途の内容 例示 利用状況の指標

貸室等用途
時間帯を区切るなどして、利用者に会議
室等として貸し出すためのスペース

会議室、和室、調理室、
大ホール、体育館

貸室利用率
（％）

入場利用用途
料金を徴収するなどして、利用させるた
めのスペース

プール、
トレーニングルーム

利用者数
（人）

図書貸出用途
図書の貸出しや閲覧などを行うためのス
ペース

図書室、閲覧室
図書貸出数

（冊）

学校用途
小学校、中学校などの教育を行うための
スペース

小学校、中学校
児童・生徒数

（人）

保育所用途 幼児や児童の保育を行うためのスペース 保育所、学童保育所
幼児・児童数

（人）

住宅用途 住宅を提供するためのスペース 市営住宅
入居世帯
（世帯）

行政事務用途
行政事務を行うための事務所や倉庫のス
ペース

行政執務室、行政窓口 －

供給処理用途 ごみや上下水道の処理のためのスペース ごみ焼却施設、浄水場 －

駐車駐輪用途 駐車や駐輪のためのスペース 市営駐車場、駐輪場
駐車・駐輪台数

（台）

その他用途 その他の用途スペース 展示室など －
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 施設の設置目的別で、利用用途ごとの施設面積の状況は、以下のとおりです。 

◆ 利用用途別の施設規模は、最も大きいのが学校用途で、約４０万㎡（３８．６％）

です。 

◆ 次に大きいのが住宅用途で、約２６万㎡（２４．９％）です。 

 その次は行政事務用途で約７万㎡（６．８％）、貸室等用途で約６万５千万㎡    

（６．２％）です。 

 貸室等用途は、市民文化系施設をはじめ、スポーツ・レクリエーション系施設、社

会教育系施設など多くの設置目的別分類の施設が有しています。 

《 利用用途の状況 》 

貸室等
用途

入場
利用用途

図書貸出
用途

学校用途
保育所用

途
住宅用途

行政事務
用途

供給処理
用途

駐車駐輪
用途

その他

市民文化系施設 28,295 978 624 24,067 53,964

社会教育系施設 13,523 6,568 26,899 46,990

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
系施設

19,428 6,446 13,607 39,481

産業系施設 159 36,839 36,998

学校教育系施設 404,217 5,517 1,068 410,802

子育て支援系施
設

81 18,683 4,957 23,721

保健・福祉系施
設

3,751 5,960 9,221 18,932

行政系施設 65,348 65,348

公営住宅 260,573 260,573

供給処理施設 46,149 46,149

その他 12,683 31,620 44,303

合計 65,156 13,384 7,273 404,217 18,683 260,573 70,865 46,149 12,683 148,278 1,047,261

構成割合 6.2% 1.3% 0.7% 38.6% 1.8% 24.9% 6.8% 4.4% 1.2% 14.2%

利用用途区分別の施設面積
合計設置目的別分類

学校用途
404,217㎡
38.6%

住宅用途
260,573㎡
24.9%

その他
148,278㎡
14.2%

行政事務用途
70,865㎡
6.8%

貸室等
用途

65,156㎡
6.2%

供給処理用途
46,149㎡
4.4%

保育所用途
18,683㎡
1.8%

入場
利用用途
13,384㎡
1.3%

駐車駐輪用途
12,683㎡
1.2%

図書貸出用途
7,273㎡
0.7%
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（２）主な用途の利用状況 

 利用の用途のうち、数多くの設置目的別分類の施設が有している貸室等用途と、全体の

施設面積の多くを占める学校用途及び住宅用途の３つの用途の利用状況は、以下のとおり

です。 

① 貸室等用途の利用状況 

 貸室等用途の利用状況は、以下のとおりです。 

（利用率把握） 

利用率「２５％以下」が１７．６％、「２５％を超え５０％以下」が２３．８％

です。 

利用率「５０％以下」で見ると４１．４％となっています。 

（利用率未把握） 

貸室等のスペースのうち、約１万２千㎡（全体の１９％）は、利用率が把握され

ていません。 

（課題等） 

今回の利用率の算出に当たっては、施設毎に把握の状況が異なり、日単位での算

出のものもあるため、全体として高めの値となっています。 

今後、利用の実態をきちんと把握するため、改めて、一定条件のもとで利用状況

を調査する必要があります。 

《 貸室等用途の利用状況 》 

25%以下
25%超
50%以下

50%超
75%以下

75%超

市民文化系施設 3,779 6,073 5,290 3,992 19,135 9,161 28,295 

社会教育系施設 3,035 3,297 1,393 4,688 12,411 1,112 13,523 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 1,628 1,889 8,063 5,864 17,444 1,984 19,428 

産業系施設 159 159 159 

保健・福祉系施設 827 1,260 550 900 3,537 214 3,751 

合計 9,269 12,519 15,455 15,444 52,686 12,471 

構成割合 17.6% 23.8% 29.3% 29.3% 100.0% （合計の19%）

大分類

65,156 

利用率が把握できている貸室
利用率が

把握できて
いない貸室

合計利用率区分別施設面積

※ 今回の利用率の算出にあたっては、施設ごとに、日単位や時間単位など把握の状況が異なっていますが、全体的な傾向を

つかむため、まとめて算出しています。 
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公共施設の有効活用事例

■民間企業への有償貸付事例 

※一般財団法人 地方自治研究機構「公共施設の余裕空間の利活用に向けた現状と課題」より

■余剰スペースの有効活用事例（神奈川県秦野市） 

※秦野市ホームページ掲載資料より 
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② 学校用途の利用状況 

 学校の児童・生徒数及び学級数の近年の推移は、以下のとおりです。 

児童･生徒数が減少する一方で、教育環境向上のための特別支援学級や少人数学

級への取組みにより学級数は増加しています。 

今後も教育環境向上のための取組みが必要になると考えられる一方で、少子化が

進んでいく中においては、学校施設の活用方法の検討が必要になると考えられま

す。 

学童保育所と複合化していたり、校区コミュニティセンターを併設している小学

校もあります。 

《 学校用途の利用状況 》 

H22 H23 H24

46 17,309 17,031 16,735

17 8,268 8,325 8,235

2 1,424 1,426 1,427

1 151 168 183

66 27,152 26,950 26,580

うち小中学校 63 25,577 25,356 24,970

学校
施設数

児童･生徒数（人）
施設区分

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

合計

H22 H23 H24

644 647 655

261 263 262

36 36 36

41 44 44

982 990 997

905 910 917うち小中学校

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

合計

学級数
施設区分

《 小中学校の児童・生徒数、学級数の推移 》 

24,000

24,500

25,000

25,500

26,000

H22 H23 H24

860

880

900

920

940

児童・生徒数 学級数

児
童
・
生
徒
数
（

人
）

学
級
数
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余裕教室の活用事例

■放課後子ども教室（学童保育所）等へ利活用 

■社会教育施設等へ利活用 

※ 文部科学省・厚生労働省「余裕教室の有効活用 ～余裕教室の活用事例～」より 
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③ 住宅用途の利用状況 

 市営住宅の利用状況は、以下のとおりです。 

市営住宅は、平成２２年度に策定した「久留米市住生活基本計画」及び「久留米

市営住宅長寿命化計画」（以下「住生活基本計画等」という。）に基づき、整備や

入居に関する管理等を行っています。（３７ページ参照） 

住生活基本計画等では、住宅の集約化や高層化などにより効率的な土地利用を図

るとともに、人口や世帯数の状況などにより、定期的に供給戸数の見直しを行う

こととしています。 

（供給戸数） 

市営住宅の供給戸数は、平成２４年度末時点で９１団地、４，６９２戸です。 

住生活基本計画等に基づく老朽木造住宅等の建替えによる集約化等により、平成

３２年度末時点で４８団地、４，２６９戸となる見込みです。 

《 供給戸数の今後の推計 》 

H24 H27 H32

団地数 91団地 56団地 48団地

供給戸数 4,692戸 4,523戸 4,269戸

※ Ｈ２４年度については、実績値です。 

           Ｈ２７年度及びＨ３２年度については、「久留米市営住宅長寿命化計画」に掲げる目標値です。 

（入居・応募状況） 

市営住宅には、平成２４年度末時点で約４千世帯が入居しています。 

市営住宅の入居者募集は、住宅の空き状況に応じて実施していますが、平成２２

年度から平成２４年度では、年間１５０戸から２００戸程度の募集を行っており、

平成２４年度の平均応募倍率は約４倍です。 

供給戸数のうち老朽木造住宅等については、計画に基づく建替えや既存住宅への

移転を進めているため、入居者の募集を停止しています。 

《 入居の状況 》 

H22 H23 H24

世帯数 3,988世帯 3,980世帯 3,965世帯
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久留米市住生活基本計画

基本方針 第２部 施策の展開

第２章 基本目標３ 住宅セーフティネットの充実

政策目標① 市営住宅の計画的な整備

◆ 土地の高度利用による住宅の集約化 

  本市には、木造住宅を中心に多くの小規模の住宅が点在している為、利便性や敷地規模を踏

まえ、基本的に集約化による効率的な土地利用を図っていきます。また、住宅余剰地の公有地

としての再利用又は用地売却益を基金として積立て、市営住宅整備推進に活用します。 

◆ 市営住宅供給戸数の見直し 

  市営住宅の供給戸数については、本市の人口、世帯数の状況、民間賃貸住宅の供給状況、入

居募集の際の応募状況などにより、定期的に見直します。 

◆ 多様な世帯に応じた型別供給 

  市営住宅の建替にあたっては、単身世帯や子育て世帯など多様なニーズに対応した供給を図

り、様々な世帯が安心かつ快適に住めるような住宅づくりに努めます。 

政策目標② 市営住宅入居者等管理の適正化及び効率化

◆ 入居の適正化 

  市営住宅の有効活用を図る為、※高額所得者・滞納者・暴力団員に対する明け渡し請求、ま

た、老朽住宅の現入居者への移転意向調査の実施、※収入超過者への対応や入居承継の厳格化

などの検討を行い、入居の適正化に努めます。 

※高額所得者…市営住宅に５年以上入居しており、２年続けて政令で定める基準を超える収入がある者 

※収入超過者…市営住宅に３年以上入居しており、かつ、政令で定める基準を超える収入がある者 

◆ 入居者選考方法の見直し 

  住宅セーフティネットとしての市営住宅の機能強化の為、市営住宅の定期募集とは別に、住

宅困窮の度合いがより高いと考えられる高齢者、障害者などを対象とした募集を実施し入居の

機会の拡大を図ります。 

◆ 管理方法の見直し 

  市営住宅管理の一層の効率化と入居者のサービス向上を図る為、指定管理者制度などの管理

方式について検討します。 
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３ 費用の状況 

（１）維持管理費の状況 

 施設を維持するための維持管理に要した費用の状況は、以下のとおりです。 

公共施設全体の維持管理費は、平成２４年度までの３年間平均で年間約５６億６

千万円です。 

１㎡当りの維持管理費の平均は、約５千４百円です。 

市営住宅、学校教育系施設、産業系施設の１㎡当りの維持管理費は、約１千円か

ら４千円となっています。 

市営住宅、学校教育系施設、産業系施設を除く施設の１㎡当りの維持管理費は、

概ね８千円から１万７千円となっています。 

今後、施設の老朽化が進んでいくと、維持管理に要する費用は増加していくと予

測されます。 

◆ 維持管理に要する費用を抑制するため、施設運用の効率化や施設管理の標準

化とともに負担適正化のための受益者負担等についても検討を進める必要が

あります。 

《 施設維持管理費の状況 》 

大分類
年間維持管理費

（千円）

１㎡当り
年間維持管理費

（円/㎡）

市民文化系施設 675,112 12,510

社会教育系施設 669,829 14,255

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 320,397 8,115

産業系施設 141,317 3,820

学校教育系施設 1,107,973 2,697

子育て支援系施設 243,844 10,280

保健・福祉系施設 163,448 8,633

行政系施設 700,927 10,726

市営住宅 279,479 1,073

供給処理施設 799,081 17,315

その他施設 560,346 12,648

合計 5,661,753 5,406

※ 維持管理費の主なものは、施設管理のための光熱水費、保守点検等の委託料、日常的な修繕費及び人件費です。 

※ 施設改修のための工事費や設計委託費は含まれていません。 

※ 複合施設等では、維持管理費を施設毎に面積按分するなどして、算出しています。 
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（２）改修及び建替え・新設事業費の状況 

 

 平成１７年の広域合併後は、新市建設計画等を踏まえた第２次基本計画に基づき、全市

的な視点から公共施設の整備を進めるとともに、老朽化した施設の改修事業も実施してき

ました。 

 

 合併から現在までの、公共施設に関する改修や建替え、新設に要した事業費の状況は、

以下のとおりです。 

 

 広域合併後８年間の平均事業費は、年間約６３億円となっています。 

 

 そのうち、施設改修事業費は年間２２億円（全体の３５％）です。 

 

 また、施設の建替えや新設事業費は年間４１億円（全体の６５％）です。 

 

 

《 改修及び建替え・新設事業費の状況 》 

0
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120

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

事
業
費
（
億
円
）

施設建替え･新設事業費 施設改修事業費 平均事業費

合併後の

平均事業費

63億円/年

（内訳）

■改修事業

22億円/年

■建替･新設事業

41億円/年

 

 

 

 

 

 
 
 

 
※ ここでの事業費は、予算ベースです。 

※ 事業費には、維持管理費（修繕費、光熱水費など）は含まれていません。 



（３）改修及び建替え事業費の試算 

 今後、全ての公共施設を維持し、必要な改修や建替えを行うと想定した場合の事業費を

試算した結果は、以下のとおりです。 

公共施設の改修や建替えに必要となる事業費は、今後４０年間の平均で年間約 

１１２億円の見込みです。 

合併後の公共施設の改修や建替え・新設事業費６３億円と比較すると、これまで

の約１．８倍の事業費が必要と見込まれます。 

今後約１０年間は、老朽化している施設の改修に多額の事業費が必要となる見込

みです。その後、施設の建替え事業費が増大することが見込まれます。 

現在の公共施設を維持していくための年間約１１２億円の事業費は、第２章で示

した将来の本市の普通建設事業費（年間約１４０億円）の約８０％となります。 

生活に密着した道路や橋りょうなどのインフラ施設の維持や整備も必要なため、

財政運営が非常に厳しくなることが予測されます。 

《 改修及び建替え事業費の今後の推計 》 
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《 大分類別改修及び建替え事業費 》 

改修事業 建替え事業

市民文化系施設 135 118 252 6
社会教育系施設 115 103 218 5
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 78 69 147 4
産業系施設 92 131 223 6
学校教育系施設 698 1,081 1,779 44
子育て支援系施設 40 36 77 2
保健・福祉系施設 38 32 70 2
行政系施設 162 96 258 6
市営住宅 443 573 1,016 25
供給処理施設 92 124 217 5
その他施設 89 125 214 5

合計 1,982 2,489 4,471 112

今後40年間の改修・建替え事業費推計
（億円） 1年当り事業費

（億円/年）
大分類

改修及び建替え事業費の試算方法

 前ページで行った公共施設の改修及び建替え事業費の試算の方法は、以下のとおりです。 

■試算方法 

 以下の報告書に示されている試算方法を利用 

平成２３年３月財団法人 自治総合センターによる地方公共団体の財政分析等に関する調査研

究報告書（公共施設及びインフラ資産の更新にかかる費用を簡便に推計する方法に関する研究） 

■試算方法の前提条件 

・ 試算期間は 40年間とする。 

・ 建物の耐用年数は 60年とし、築 30年で大規模改修、築 60年で建替えと仮定する。 

・ 試算の時点で築 31 年以上 50 年未満の施設については、今後 10年間で均等に大規模改修を行うと

仮定する。なお、築 31 年以上 50 年未満の施設で大規模改修を行っている施設もあるが試算から

は除いていない。 

・ 試算の時点で築 60 年を超えている施設については、今後 10年間で均等に建替えすると仮定する。

・ 大規模改修及び建替えの単価は以下のとおりとする。 

・ 下記単価には、設計費用、仮移転費用、建替えに伴う解体費用等は含むが、修繕費などの維持補

修費用は含まれない。 

単価（設計金額ベース） 
施設分類 

建替え 大規模改修 

市民文化系施設、社会教育系施設、産業系施

設、行政系施設等 
40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設、保健･福祉系施設、供

給処理施設、その他施設 
36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

学校教育系施設、子育て支援系施設 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

公営住宅 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 
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４  設置目的別施設の状況 

 本市が保有する公共施設の設置目的別の現状を取りまとめた概要は、下表のとおりです。 

設置目的
大分類 総量と品質

）

）

）

）

保有床面積が5％、施設数が7％を占めています。生涯学習施設や図書館のよ
うな中規模の施設が多くあります。

築30年を超える施設は41％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

保有面積が5％である一方で、施設数は12％を占めています。これは、大
ホールを保有するような文化施設を含む一方で、校区コミュニティセンター
等の地域の集会施設を数多く含んでいるためです。

築30年を超える施設は41％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

51.2%

92.5%

社会教育系施設

　④トイレ 61.0%

79.5% 　⑤赤ちゃん

　①駐車場

　②段差

40施設
（全体の

　③出入口

5.2%

市民文化系施設

（全体平均）築30年超：51％

耐震化率

（耐震化予定有含む）

　③出入口

46,990㎡

保有床面積

施設数

79.0%75施設

施設数 耐震化率

4.5%

75.6%

6.6%

（全体の

53,964㎡

保有床面積

（全体の 12.4%

（全体の （全体平均）築30年超：51％

（耐震化予定有含む）

56.6%

56.7%

43.9%

バリアフリー化状況 67.2%

バリアフリー化状況

　①駐車場 65.7%

　②段差

　④トイレ

　⑤赤ちゃん74.8%

59% 41%

築30年以下 築30年超

59% 41%

築30年以下 築30年超

総量

品質

総量

品質
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費用と財政需要と供給

現状分析

）

）

）

）

）

）

貸室の利用率は、利用率が把握でき
ているもののうち、利用率50％以下
が半数程度あります。

◆

貸室のうち、利用率が把握されてい
ない施設が市民文化系施設全体の約
30％あります。

◆

◆

貸室の利用率が50％以下が半数程度
あります。

◆

図書館利用者数は、増加傾向、貸出
冊数は、横ばいとなっています。

◆

1㎡当り年間維持管理費が平均の2.6倍必要と
なっています。これは、多様な貸室を維持す
るための設備修繕等に多くの費用が必要と
なっているためです。

2.3倍

11.8%

14,255円/㎡

◆ 会議室の他に和室、調理室など多様
な貸室が主な用途です。

中央図書館を中心として、図書貸出
用途も多く含んでいます。

（全体平均の

今後40年間の改修･建替え費年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費

6.8億円

11.9%

大ホールや会議室などの大小さまざ
まな貸室が主な用途です。

◆

貸室以外に図書貸出などの用途も併
設している施設があります。

◆

今後40年間で218億円（5.4億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約12
億円が必要となります。

12,510円/㎡

年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費が平均の2.3倍必要と
なっています。これは、大ホールの舞台装置
など維持管理に多くの費用がかかるためで
す。

（全体平均の

1㎡当り年間維持管理費

2.6倍 建替え 103億円

（全体の

今後40年間で252億円（6.3億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約13
億円が必要となります。

改修 135億円

建替え 118億円

今後40年間の改修･建替え費

6.7億円

（全体の

218億円

《 5.4億円/年 》

（全体の 4.9%

（40年間事業費の内訳）

改修 115億円

252億円

（全体の 5.6%

（40年間事業費の内訳）

6.3億円/年《 》

用途

利用状況

用途

利用状況

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費
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設置目的
大分類 総量と品質

）

）

）

）

）

） 　⑤赤ちゃん 0.0%

（全体平均）築30年超：51％

バリアフリー化状況 　③出入口 94.3%

1.1%

耐震化率施設数

（全体の 11.9%

4.2%

（耐震化予定有含む） 86.7%

98.3%

保有面積が4％、施設数が5％を占めています。大規模な体育館やプールを保
有する一方で、小規模な武道場等も保有しています。

築30年を超える施設は35％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

92.6%
（耐震化予定有含む）

保有床面積

3.8%（全体の （全体平均）築30年超：51％

410,802㎡

39.2%（全体の

29施設

39,481㎡

スポーツ・レクリ
エーション系施設

学校教育系施設

　④トイレ

保有床面積

耐震化率

36,998㎡

3.5%（全体の

　①駐車場 2.7%

バリアフリー化状況 　③出入口 9.0%

98.3%
（耐震化予定有含む）

（全体の 4.8%

施設数 耐震化率 46.3%

　①駐車場 51.2% 　④トイレ 43.8%

　③出入口

　⑤赤ちゃん 45.4%

産業系施設
　⑤赤ちゃん　②段差 9.0%

（全体平均）築30年超：51％

施設数

（全体の 1.0%

築30年を超える施設が60％であり、比較的古い施設の割合が高くなっていま
す。
小中高等学校及び特別支援学校の耐震化が必要な建物については、平成２６
年度末までに耐震化が完了する予定です。

6施設

築30年を超える施設が約半数程度であり、本市の平均と同程度となっていま
す。

0.2%

　②段差

保有面積が4％である一方で、施設数は1％です。これは、中央卸売市場のよ
うな大規模な施設が含まれているためです。

保有面積が39％を占める一方で、施設数は12％となっています。これは、学
校の特性として大規模な施設になるためです。

保有床面積

72施設

9.0% 　④トイレ

バリアフリー化状況

　②段差 59.4%

　①駐車場

65% 35%

築30年以下 築30年超

48% 52%

築30年以下 築30年超

40% 60%

築30年以下 築30年超

総量

品質

総量

品質

総量

品質
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費用と財政需要と供給

現状分析

）

）

）

）

）

）

）

）

）

◆

中央卸売市場等の市場の取扱量は、
横ばいとなっています。

◆

利用者数は、道の駅くるめが年間150
万人、ＪＲ久留米駅内特産品展示販
売所が年間4万人など、市内外の多く
のお客様に利用されています。

◆

◆

◆ 貸室のうち、利用率が把握されてい
ない施設がスポーツ･レクリエーショ
ン系施設全体の約10％あります。

中央卸売市場や流通センターといっ
た産業流通用途が多くを占めます。

◆

11.1億円

小学校46校、中学校17校、高等学校2
校、特別支援学校1校の学校が主な用
途です。

◆

◆ 学校用途以外に、教育センターや給
食共同調理場等の教育関連の用途も
あります。

◆ 児童数が減少する一方で、教育環境
向上のための特別支援学級や少人数
学級（小学校１、２年生の３５人学
級）への取組みのために学級数は増
加しています。

2,697円/㎡

体育館等の利用率は、50％を超える
ものが8割程度あります。

道の駅くるめやＪＲ久留米駅内特産
品展示販売所等の産業振興のための
用途もあります。

8,115円/㎡

◆ 市民温水プールのように料金を支
払って利用するスポーツ施設もあり
ます。

19.6%

年間維持管理費 今後40年間の改修･建替え費時間帯を区切るなどして、利用者に
体育館等のスペースを貸し出す貸室
用途が多くを占めています。

◆

》

（全体の

69億円

3.2億円

（全体の 5.7%

147億円

《 3.7億円/年

建替え（全体平均の

（全体の 2.5%

年間維持管理費 今後40年間の改修･建替え費

1.4億円

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の1.5倍
必要としています。

今後40年間で147億円（3.7億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約7
億円が必要となります。

3,820円/㎡

223億円

《 5.6億円/年 》

（全体の 5.0%

（40年間事業費の内訳）

改修 92億円

建替え

1,779億円

131億円

今後40年間の改修･建替え費

1㎡当り年間維持管理費は、平均の7割程度で
維持管理されています。

今後40年間で223億円（5.6億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約7
億円が必要となります。

（全体平均の 0.7倍

年間維持管理費

建替え

今後40年間で1,773億円（44.5億円/年）が必
要になる見込みです。現在の施設を保有して
いくためには、維持管理費と合わせて年間約
56億円が必要となります。

1,081億円

1㎡当り年間維持管理費は、平均の5割程度と
なっています。

（全体平均の 0.5倍

（全体の 3.3%

《 44.5億円/年 》

39.8%

（40年間事業費の内訳）

（40年間事業費の内訳）

改修 78億円

改修 698億円

1㎡当り年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費

1.5倍

（全体の

用途

利用状況

用途

利用状況

用途

利用状況

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費
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設置目的
大分類 総量と品質

）

）

）

）

）

）

保健･福祉系施設

（耐震化予定有含む）

保有面積が2％である一方で、施設数は6％を占めています。これは、老人い
こいの家のような小規模施設が多いためです。

39施設 82.8%

築30年を超える施設は41％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

（全体平均）築30年超：51％

施設数

保有床面積

65,348㎡

（全体の

（全体の

保有面積が6％である一方で、施設数は20％を占めています。これは、市庁
舎のような大規模な事務施設を含む一方で、消防分団等の小規模な施設を多
数含んでいるためです。

築30年を超える施設は22％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

行政系施設
　②段差（耐震化予定有含む）

6.2%

施設数

（全体平均）築30年超：51％

　①駐車場 17.1% 　④トイレ 52.2%

バリアフリー化状況 　③出入口 53.6%耐震化率

82.4%

保有床面積

（全体の 2.3%

施設数

23,721㎡

71施設
（全体の 11.7%

子育て支援系施設

20.0%

耐震化率

121施設 91.6%

（耐震化予定有含む）

30.7%

77.7% 　④トイレ 68.6%

60.5%70.3% 　⑤赤ちゃん

バリアフリー化状況 　③出入口

　⑤赤ちゃん58.9%　②段差

保有面積が2％である一方で、施設数は12％を占めています。これは、学童
保育所のような小規模施設が多いためです。

（全体平均）築30年超：51％

18,932㎡

保有床面積

（全体の 1.8%

耐震化率

バリアフリー化状況 　③出入口 87.0%

78.2%

　②段差

　①駐車場 72.0% 　④トイレ

49.0%

　①駐車場

71.5%

築30年を超える施設は19％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。一方で、老人いこいの家は、比較的古い施設の割合が高くなっていま
す。

89.0% 　⑤赤ちゃん（全体の 6.4%

59% 41%

築30年以下 築30年超

82% 18%

築30年以下 築30年超

78% 22%

築30年以下 築30年超

総量

品質

総量

品質

総量

品質

46



費用と財政需要と供給

現状分析

）

）

）

）

）

）

）

）

）

広域合併により、総合支所のように
地域別に利用されている施設が増え
ています。

◆

◆

保健福祉センター等には、会議室、
和室、調理室等の貸室用途も多く含
んでいます。

◆

老人いこいの家のように高齢者等の
生きがいづくり活動等のスペースを
提供している施設が多くあります。

◆

◆

保育用途以外に、子育て支援セン
ターのように、子育て世代を支援す
るための施設用途もあります。

◆

公立保育所の入所園児数は、1,400人
程度となっており、増加傾向にあり
ます。

◆

保育園や学童保育所などの幼児･児童
を保育するための保育用途が主なも
のです。

学童保育所の入所児童数は、3,000人
程度となっており、増加傾向にあり
ます。

年間維持管理費

（全体の

貸室の利用率が50％以下のものが半
数程度あります。

7.0億円

（全体の 12.4%

◆

老人いこいの家の利用者数は、1施設
平均で年間4,000人となっています。

年間維持管理費

◆

行政事務を行うための事務スペース
や窓口の他に、書類保管や文化財保
管のための倉庫などが主な用途で
す。

◆

消防や防災のための用途もここに含
みます。

◆ 1㎡当り年間維持管理費

10,726円/㎡

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の1.9倍
必要としています。

今後40年間で77億円（1.9億円/年）が必要に
なる見込みです。現在の施設を保有していく
ためには、維持管理費と合わせて年間約4億
円が必要となります。

70億円

今後40年間の改修･建替え費

建替え

1.9億円/年 》

年間維持管理費

36億円

2.4億円

10,280円/㎡

（全体の 4.3%

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の1.6倍
必要としています。

1㎡当り年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費

1.7%

（40年間事業費の内訳）

改修

1.6億円

（全体平均の 1.9倍

2.9%

今後40年間の改修･建替え費

8,633円/㎡

（全体の

（全体平均の 1.6倍 建替え 32億円

1.6%

（40年間事業費の内訳）

改修

（全体の 5.8%

258億円

《 6.4億円/年 》

改修 162億円

建替え 96億円

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の2.0倍
必要としています。

今後40年間で258億円（6.4億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約13
億円が必要となります。

（全体平均の 2.0倍

《 1.7億円/年 》

38億円

（40年間事業費の内訳）

40億円

（全体の

今後40年間の改修･建替え費

77億円

《

今後40年間で70億円（1.7億円/年）が必要に
なる見込みです。現在の施設を保有していく
ためには、維持管理費と合わせて年間約3億
円が必要となります。

用途

利用状況

用途

利用状況

用途

利用状況

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費
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設置目的
大分類 総量と品質

）

）

）

）

）

）

耐震化率

その他施設
保有面積が全体の4％、施設数が全体の6％を占めています。

築30年を超える施設が約半数程度であり、本市の平均と同程度となっていま
す。

34施設
　③出入口

22.9%　①駐車場

施設数

供給処理施設

（全体の

（全体の

保有面積が25％を占める一方で、施設数は15％となっています。これは、市
営住宅の集約高層化に伴い、比較的規模の大きな団地が多くなっているため
です。

46,149㎡

保有床面積

100.0%

ごみ処理や上下水道の水処理のために必要な施設を保有しています。

4.4% （全体平均）築30年超：51％

築30年を超える施設が60％であり、比較的古い施設の割合が高くなっていま
す。

　③出入口

28施設

69.1% 　④トイレ

5.6% （耐震化予定有含む）

バリアフリー化状況

12.9%

32.6%

13.6%　②段差

（全体平均）築30年超：51％

保有床面積

（全体の 4.2%

施設数

（全体の 26.6% 　⑤赤ちゃん

44,303㎡

0.0%

31.4%

　①駐車場93.9%

バリアフリー化状況

　②段差 31.4%

築30年を超える施設は14％であり、比較的新しい施設の割合が高くなってい
ます。

耐震化率

（耐震化予定有含む）

0.0%

（全体平均）築30年超：51％

（耐震化予定有含む）

バリアフリー化状況 　③出入口

18.8% 　⑤赤ちゃん

保有床面積

91施設
施設数

市営住宅
15.0%

24.9%

　②段差

18.2%

　①駐車場 3.6%

260,573㎡

（全体の

（全体の 4.6%

耐震化率

　④トイレ 26.6%

　④トイレ 0.0%

　⑤赤ちゃん

32.6%

40% 60%

築30年以下 築30年超

86% 14%

築30年以下 築30年超

55% 45%

築30年以下 築30年超

総量

品質

総量

品質

総量

品質
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費用と財政需要と供給

現状分析

）

）

）

）

）

）

）

）

）

◆

上記までの分類に属さない様々な施
設で、市営駐車場や駐輪場のほか、
シルバー会館等の市民団体への貸付
施設等があります。

◆

ごみ処理や上下水道のための市民生
活を維持するために必要な役割を
担っています。

◆

市営住宅には、全体で約4千世帯が入
居しています。

◆

平均入居率は、85％となっていま
す。

◆

市営住宅として賃貸による住宅ス
ペースを提供しています。

◆

1㎡当り年間維持管理費

3.2倍

今後40年間の改修･建替え費

5.4億円/年

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の2.3倍
必要としています。

（全体平均の

◆

89億円

4.8%

14.1%

年間維持管理費

1㎡当り年間維持管理費は、全体平均の3.2倍
必要としています。特殊な設備の維持修繕等
に多くの費用を必要とします。

17,315円/㎡

今後40年間の改修･建替え費

217億円

《 5.4億円/年（全体の

年間維持管理費

5.6億円

12,648円/㎡

214億円

《

2.3倍

9.9%

建替え 125億円

（40年間事業費の内訳）

改修

（全体の

（全体の

今後40年間で217億円（5.4億円/年）が必要
になる見込みです。ただし、上記事業費に
は、供給処理施設特有の設備更新費用は含ま
れていません。

》

（全体平均の

年間維持管理費

2.8億円

今後40年間の改修･建替え費

》

22.7%

（40年間事業費の内訳）

改修 443億円

今後40年間で214億円（5.4億円/年）が必要
になる見込みです。現在の施設を保有してい
くためには、維持管理費と合わせて年間約11
億円が必要となります。

（全体の

建替え

1,016億円

《

1㎡当り年間維持管理費は、平均の2割程度と
なっています。光熱水費は入居者が負担して
いるため、他施設と比較して低めになってい
ます。

今後40年間で1,016億円（25.4億円/年）が必
要になる見込みです。現在の施設を保有して
いくためには、維持管理費と合わせて年間約
28億円が必要となります。

573億円

25.4億円/年 》（全体の 4.9%

1㎡当り年間維持管理費

（40年間事業費の内訳）

改修 92億円

建替え 124億円

1㎡当り年間維持管理費

8.0億円

（全体平均の

1,073円/㎡

0.2倍

それぞれの用途に応じて広く市民の
利用や、貸付け団体の事務所等とし
て利用されています。

（全体の 4.8%

各施設毎に必要な施設能力を保有
し、供給施設として利用され、安定
した施設運営を行っています。

用途

利用状況

用途

利用状況

用途

利用状況

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費

維持
管理費

改修
建替え費
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第４章 課題整理と今後の方向性 

 １ 課題の整理 

（１）久留米市の公共施設を取り巻く課題 

（２）現状分析から導かれる課題 

（３）課題解決に向けた方向性 

 ２ 今後の取組み 
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１ 課題の整理 

（１）久留米市の公共施設を取り巻く課題 

 本市の公共施設を取り巻く環境から、以下のような課題が想定されます。 

（第２章より） 

◆ 広域合併により公共施設の床面積が増加 

  ８０万㎡ ⇒ １０５万㎡（１．３倍）

◆ 設置目的や用途が同じ施設を各地域ごと

に保有 

 現在の公共施設が、新･久留米市

の人口や面積規模にふさわしい適

正な保有状況にあるのか検証が必

要です。 

◆ 人口減少       3.4 万人減（11％減）

  Ｈ22：30.2 万人 ⇒ Ｈ47：26.8 万人 

◆ 人口構造が大きく変化 

・高齢化率     2.1 万人増（10.7 ポイント増）

  Ｈ22：21.8％  ⇒ Ｈ47：32.5％

・年少人口        1.3 万人減（31%減）

Ｈ22：4.2 万人  ⇒ Ｈ47：2.9 万人 

 今後の人口減少、少子化・高齢

化の更なる進行により、公共施設

に求められる将来の需要が大きく

変化していくことが想定され、公

共施設を通じて提供している行政

サービスの検証が必要です。 

◆ 高齢化の進行による扶助費の増加に伴い、

義務的経費が増加 

◆ 歳入の増加が見込めない中、普通建設事業

費は減少する見込み 

 歳入の増加が見込めない中、義

務的経費は増加していくため、全

ての施設の改修・建替えに必要な

費用を確保していくことは非常に

困難であり、施設に関するコスト

の検証が必要です。 

① 広域合併 

② 人口動向 

③ 財政状況 
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（２）現状分析から導かれる課題 

 本市の公共施設が抱える現状を分析し、以下のように課題を整理しました。 

（第３章より） 

 視点① 総量と品質 

 公共施設の保有状況や老朽化など建物の品質に関する主な課題は、以下のとおりです。 

《 公共施設の保有量 》 

◆ 本市の１人当たり公共施設床面積は３．３８㎡／人で、中核市の平均

（３．２６㎡/人）と比べ、４％多く保有しています。 

《 建物の老朽化 》 

◆ １５年後の平成３９年度には、公共施

設全体の７２％が築３０年を超え、老

朽化が進んだ施設の割合が一気に増

加します。 

◆ 平成４０年度以降の１５年間で全体

の約４２％の施設が築６０年を超え、

建替えが必要な時期が集中し、財政運

営に大きな影響を及ぼします。 

平成３９年度の 

建物築年数の状況 

《 建物の品質 》 

◆ 公共施設の９５％が耐震化済みか耐震化の目途が立っている状況で、

それ以外の施設も計画的に耐震化を進めていく予定です。 

◆ 築年数が古い施設は、新しい施設と比較してバリアフリー化率が低く

なっています。 

《 適正な保有量と老朽化への対応 》 

◆ 今後、他自治体の状況等も踏まえ、適正な保有量についての検討が必

要です。 

◆ 改修や建替えの時期が集中するため、建物の長寿命化の対策などピー

クを平準化するための検討が必要です。 

◆ 今後も使用していく施設については、安全の確保（耐震化等）や超高

齢社会への対応（バリアフリー化等）の検討が必要です。 

築45年超
42%

築30年超
築45年以下
30%

築15年超
築30年以下
19%

築15年以下
9%

築30年超
全体の72％
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視点② 需要と供給 

 公共施設の利用状況や必要な供給に関する主な課題は、以下のとおりです。 

《 貸室等の利用状況 》 

◆ 貸室等用途では、利用率が５０％以下のものが４割以上あります。 

そのうち、利用率が２５％以下のものが約２割あり、施設の規模や機

能などが、利用ニーズに合っていない可能性があります。 

◆ また、利用率が把握できていない貸室床面積が１万２千㎡あります。

《 学校の利用状況 》 

◆ 現時点では、児童･生徒数が減少する一方で、特別支援学級や少人数

学級への取組みのために学級数は増加しています。 

◆ 今後も教育環境向上のための取組みが必要になると考えられる一方

で、少子化が進んでいく中においては、学校施設の活用方法の検討が

必要になると考えられます。 

《 将来の需要予測と利用ニーズへの対応 》 

◆ 現時点においても、施設の規模や機能が利用の実態に即していない状

況が見受けられるため、現在の利用状況について、さらに調査･研究

を行うことが必要です。 

◆ 今後の人口減少や少子高齢化の進行に伴う将来の需要や利用ニーズ

の変化に対応するため、施設の有効活用や複合化等についての検討が

必要です。 

《 住宅の利用状況 》 

◆ 市営住宅は、久留米市住生活基本計画や久留米市営住宅長寿命化計画

に基づいて供給をしていますが、公共施設全体を見直す中では、市営

住宅も一体となり見直す必要があります。 

◆ 見直しにあたっては、民間賃貸住宅の供給状況や空き状況等を十分に

踏まえ、市営住宅の供給量や役割、機能を検討する必要があります。
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視点③ 費用と財政 

 公共施設の維持管理や改修･建替えの費用及び財政運営に関する主な課題は、以下のと

おりです。 

《 施設の維持管理費 》 

◆ 施設の維持管理に要している費用は、全体で、年間約５６億６千万円

となっています。また、１㎡当りの維持管理費は、約５千４百円です。

◆ 今後、施設の老朽化が進むと維持管理に要する費用は増加していくと

予測されます。 

《 施設の改修や建替え費用 》 

◆ 合併後の８年間に、施設の大規模改修や建替え・新設に要した事業費

は、平均すると１年当り６３億円です。 

◆ 現在の施設面積を維持すると仮定した場合、今後４０年間で合計

４，４７１億円、平均するとこれまでの事業費の約１．８倍、年間約

１１２億円が必要となります。 

◆ 今後、扶助費の増加や合併に伴う特例措置の終了などにより、公共施

設の改修や建替えなどに使用できる普通建設事業費は、縮小していく

ことが見込まれます。 

《 厳しい財政状況への対応 》 

◆ 維持管理費の削減のため、より効率的な施設の管理や運営についての

検討が必要です。 

◆ 改修及び建替え事業費の抑制のため、施設の有効活用や複合化、統廃

合など施設総保有量の削減についての検討が必要です。 
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（３）課題解決に向けた方向性 

 ここまでに整理した課題を解決していくために、以下の方向性で今後の取組みを進めて

いきます。 

今後の方向性 

方向性１ 量の見直し 

 市がこれまでに整備してきた多くの公共施設の老朽化が進行し、大規模改修や建替え

を必要とする時期が集中的に訪れます。 

 しかし、今後の財政状況等を考えると、市が保有している公共施設の全てを建替え、

将来にわたって維持していくことはできません。 

 今後、適正な公共施設の量と機能の見直しについて、検討を進めていきます。

方向性２ 質の見直し 

 少子高齢化の進行や市民ニーズの変化などに対応しながら、公共施設を通じた市民サ

ービスを継続的に提供していくためには、施設の安全性を確保したうえで、機能の維持・

向上を図っていく必要があります。 

 そのため、施設の耐震化やバリアフリー化等を進めるとともに、適切で計画的な保全

や維持管理の効率化を図り、施設の長寿命化に繋がる取組みを進めていきます。

取組みの推進にあたって 

① 早急な取組み 

 公共施設にかかる課題は、市の財政運営に大きな影響を与えるものであるとともに、

市民の皆様へのサービス提供にも大きく関わるものです。 

 時間が経過すれば事態は更に深刻化しますので、できる限り早急に課題解決に向けて

取り組む必要があります。

② 全市的な取組み 

 公共施設にかかる課題への対応については、一部の施設又は一部の行政部局ごとの対

応では、解決することができません。 

 また、公共施設は市民が広く利用する施設ですので、行政だけではなく、市民の皆様

の協力を得ながら、市全体として総合的に取組みを進めていく必要があります。

③ 計画的な取組み 

 施設白書により現状分析や課題整理を行った後には、公共施設全体の見直しのための

基本的な考え方を検討するなど、具体的な取組みにまで繋がるように、計画的に進めて

いく必要があります。
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２ 今後の取組み 

 本書は、久留米市における公共施設の現状の分析を行い、課題を把握するために取りま

とめたものです。 

 そして、この施設白書で整理した課題に的確に対応するための取組みを着実に進めてい

かなければなりません。 

 そのためには、市民の皆様と公共施設が抱える課題を共有し、全ての公共施設をあらゆ

る角度から総合的に見直していく必要があります。 

 今後、この施設白書の内容を踏まえ、公共施設の最適化に向け、具体的な取組みを計画

的に進めていきます。 

公共施設白書

現状把握と課題整理

　　　　　 （仮称）
　　公共施設最適化基本計画

　・最適化の基本方針
　・推進目標の設定
　・取組みの体系化
　・施設分野別の推進方針の設定
　・推進体制の確立

広く公表（課題等の提起）市民
施設利用者等

課題等の
共通認識

幅広い
理解

・計画的保全
・管理の効率
　化、標準化
・長寿命化

・有効活用
・複合化
・統廃合

適切な管理適正な保有

長期的・分野横断的な取組み
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取組取組取組取組みみみみ事例事例事例事例のののの解説解説解説解説    

◆有効活用 

◆複合化 

◆統廃合 

・ 施設内の空きスペースや不要となった施設に、

他の公共施設や民間施設（郵便局、スーパーマ

ーケット等）を入居させた事例もあります。 

民
間
施
設

他
の

公
共
施
設

空きスペース

【施設の有効活用の例】久留米市教育センター 

 廃校となったコンピューターカレッジの校舎であっ

た建物を、「教育センター」として有効活用しました。 

「教育センター」以外に、「包括支援センター」、「文化

財収蔵庫」、「幼児教育研究所研修準備室」として使用し

ています。 

・ 異なる機能を持つ複数の施設を１か所に統合す

るもの。 

・ 不要となった建物等は、売却又は他の用途に有

効活用します。 

【施設の複合化の例】田主丸総合支所などの複合施設 

 田主丸総合支所の庁舎の老朽化に伴う建替えに際し、「総合支

所」、「保健センター」、「地域包括支援センター」、「多目的運動室」、

「校区コミュニティセンター」の５つの機能を合わせた複合施設

として設置しました。 

・ 同じ機能を持つ複数の施設を１か所に統合する

もの。 

・ 不要となった建物等は、売却又は他の用途に有

効活用します。 

庁
舎

 
集

会
施

設
 

複
合

施
設

 

売却 

有効活用 

売却 

有効活用 

庁
舎

 
庁
舎

 

庁
舎
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